









































人民民主共和国 の樹立を宣言し、 社会主義 の途を鮮明にした。以後、ラオスでは、ソ








党であるラオス人民革命党が、 年のベトナム共産党の ドイ・モイ 政策の影響を受け
たのは当然である。 チンタナカーン・マイ （ 年 月の第 回党大会で正式採択）と呼
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）この点について末廣［ ］は、タイの工業化はその後も必ずしも 型一辺倒で推移したわけではな







































り、 年の貿易額は、輸出 億ドル、輸入 億ドルで、約 億ドルの赤字を計上し
た（ ［ ］）。経常収支も貿易収支とほぼ同様一貫した赤字であり、 年の経常
収支赤字は 億ドルである。 年の貿易相手国は、中国、タイ、ベトナムの隣接 カ国
だけで輸出の ％（中国 ％、タイ ％、ベトナム ％）、輸入の ％（タイ
％、中国 ％、ベトナム ％）を占めている（ ［ ］）。
輸出のうち、鉱物・電力（ ％）、木材・木製品（ ％）、農産物・家畜・食品
（ ％）が全体の ％を占めており、輸入は、機械・部品（ ％）、化石燃料・電気







） 年 月には ドル 約 キープだった為替レートは、年末には約 キープに下落し、 年に





年の名目 は、約 億ドルで、 ヵ国中では最低であり、周辺国のタイ










ム中部の都市ダナンに至る 東西経済回廊 が完成しており ）、ラオス国内の 東西経済回
廊 沿いには、すでにいくつかの （ 経済特区）も建設され
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）アジア開発銀行（ ）がイニシアティブをとって進めている 大メコン圏 （
）経済協力計画では、メコン圏諸国のインフラ整備に重点を置いて開発計画が進められてい
る。そのうちすでに、タイ・バンコクをはさんでミャンマー・モーラミャインとベトナム中部・ダナンを
結ぶ 東西経済回廊 （ ）、中国・雲南省昆明とタイ・バンコクを結ぶ 南北経済回廊
（ ）、タイ・バンコクとカンボジアを経てベトナム・ホーチミンを結ぶ 南部経済回廊
（ ）などが完成している。ラオス中部を横断する 東西経済回廊 では、 年にタイ東北部・
ムクダハンとラオス・サワンナケート間に、日本の円借款によって 第 メコン国際橋 が完成し、さら
に 年末にはタイ政府の支援によってタイのナコンバノム県とラオスのカムムアン県の間に 第 メコ
ン国際橋 が完成した。
表 ラオス経済の基本指標














年度（ 月 月）。貿易額は、 年、 年は、政府会計年度、 年は世界銀行報告
（暦年）、 年、 年は の推計（暦年）。対内直接投資は、 年、 年、
年はラオス計画投資省発表の認可額、 年、 年は世界銀行推計のフロー。
資料




















） 年末現在、政府が承認した は全国で ヵ所にのぼる。そのうち、東西回廊に隣接するものは、
サワン・セノー （ ）、プーキアオ （ ）、ターケク （ ）の 箇所が指定
されている（サワン・セノー には、日系企業専用の も整備されている）。 には、ニコンや
トヨタ紡織などの日系企業を含めて外資系企業がいくつか進出しているが、それらはいずれもタイやベト
ナムでみられるような大規模なものではない。
）このような議論の展開のはしりとなったものに鈴木［ ］がある。鈴木［ ］は、このような 地
域補完型国際分業 の形成を利用したラオスの工業化を つのプロセス で展望している。すなわち、
第 段階 中心・周辺型委託生産（縫製） 第 段階 中心・周辺型労働集約的国際分業 第 段階 地
域補完型労働集約的国際分業 第 段階 地域補完型部品産業集積、という つのプロセスを通じた発展











）中国企業が首都ビエンチャンで手がけている大規模な開発区（ を含む）は、 年現在 箇所あ
る。すでに一部がオープンしている 以外に、
、 が建設中である。とくに 年 月から着工されている
（事業主体 上











































































































































































れは への方向に向かっている （同、 頁）。
ここで指摘されている 型工業化論とは、最終的には が目指しているような
高度産業社会 へ向かうとしても、 経済人口の 割近くを占める農業生産部門 を抱え
ているタイにおいては、まず農業関連産業の工業化からスタートすべきであり、 のよ
うな 圧縮された発展 ではなく、 漸進的な政策 を追求すべきであるというものであ
る。
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）実際、日本においても、自由貿易協定（ ）締結の拡大に伴って、農業保護政策の限界に直面し、農
業の 第 次産業 化が叫ばれるようになっている。日本農業はこれから、厳しい国際競争にさらされる
ことになろう。









































産で、 ブルーマウンティン や キリマンジャロ のようなブランド名が冠せられた高級品種が多く、
高温多湿の東南アジアの気候には適さないとされている。ボロヴェン高原という自然条件と創業者の努力
によってアラビカ種の栽培が可能となったといわれる。
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画では、 年間にわたって確保された植林用地 万ヘクタール（ 大阪市の面積の
倍強）にたいして、ユーカリやアカシアを年間約 ヘクタールずつ 年間にわたって植
林し、将来的に年間約 万 （ 乾燥重量）のチップを供給する予定で
ある（王子ホールディングス株式会社［ ］）。
この植林事業は、 王子製紙グループ企業行動憲章 で謳われている 環境との調和 、


































では、コストの最も安い 竹 を使ったハウスから ）、 木材 を使ったハウス、 塩ビパイ
プ を使ったハウス、 鉄製パイプ を使ったハウスなど、コストに合わせた各種のビニー
ル・ハウスが建てられており、それぞれの長所や短所を農民たちに実際に見せると同時に、
ハウス栽培の技術指導なども行っていた。












展途上国で行う事業についても、すべて 森林の破壊者 （ ）ととらえるのはいきすぎで
はなかろうか。













































あたり 人（ 年）で、周辺国のカンボジア（同 人）、タイ（同、 人）、ベトナム
（同、 人）と比較しても極端に小さい。しかも、内陸国で山岳地帯が多く、国土面積
（日本の本州の面積をやや上回る 万 ）に占める農地の割合は ％（ 年）で、カ












































































たことがある。シュマッハー（ ）の著作 （邦訳 人間
復興の経済 佑学社、 年）がベストセラーになったのは、 年代前半である。こと
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） 日本経済新聞 （ 年 月 日、電子版）によれば、カンボジア国内における流通通貨に占めるドル
の割合は年々高まり、すでに 割近くに達したとみられるという。
）カンボジアの首都プノンペンに 年 月にオープンした イオン・モール のレストランのメニュー
には、 ドル、 ドル、 ドルといったステーキの写真が掲げられていた。さらに、日本では





陳腐な開発論がもつ俗論である。かつて、 の優等生 、 漢江の奇跡 と賞賛され、
年代半ばには先進国の仲間入りを果たしたとみなされている韓国は、たしかに数字の上
















天川直子・山田紀彦編［ ］ ラオス 一党支配体制下の市場経済化 研究双書 、アジア
経済研究所。
石田正美編［ ］ メコン地域国境経済をみる アジア経済研究所。
川田敦相［ ］ メコン広域経済圏 勁草書房。
菊池陽子・鈴木玲子・阿部健一編［ ］ ラオスを知るための 章 明石書店。
坂田幹男［ ］ 開発経済論の検証 国際書院。
────［ ］ グローバリズムと国家資本主義 御茶の水書房。
末廣昭・安田靖編［ ］ タイの工業化 への挑戦 アジア経済研究所。
末廣昭［ ］ タイ 開発と民主主義 岩波新書。
───［ ］ 新興アジア経済論─キャッチアップを超えて 岩波書店。
鈴木基義・安井清子［ ］ ラオス・モン族の食料問題と移住 （京都大学東南アジア研究所編
東南アジア研究 巻 号、所収）。
鈴木基義［ ］ ラオス経済の基礎知識 ジェトロ。
西口清勝・西澤信善編［ ］ メコン地域開発と 共同体 晃洋書房。
マイケル・ゴールドマン［ ］ 緑の帝国 世界銀行とグリーン・ネオリベラリズム （山田富子
監訳）京都大学学術出版。
山田紀彦編［ ］ ラオスにおける国民国家建設─理想と現実─ 研究双書 、アジア経済
研究所。
（ウェブ・サイト）
一般財団法人貿易研修センター（ ）［ ］ ラオス食品及びハンディクラフト産業の可能性
（ 年 月 日）（ ）
王子ホールディングス株式会社［ ］ ラオス植林事業の共同展開について （ 年 月 日）、
（ ）
社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会（ ）［ ］ ラオス人民共和国 山間地域総合農
業農村開発計画─プロジェクト・ファインディング調査報告書 （ ）
社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会（ ）［ ］ ラオス人民共和国 商業化農業開発
計画─プロジェクト・ファインディング調査報告書 （ ）
独立行政法人国際協力機構（ ）［ ］ ラオス人民共和国 有機農業促進プロジェクト 事業
事前評価表 （ ）
メコン・ウォッチ［ ］ メコン河開発メールニュース 年 月 日 （
）
独立行政法人農産業振興機構（ ）［ ］ ラオスにおける野菜の生産・加工および投資の現
状と課題 海外情報、 月（ ）
（年報等）
ジェトロ世界貿易投資報告 、各年版。
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